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注
目
事
業
・
予
算
審
査

歳入

自主財源

依存財源

（入るお金）

寄附金
15億2万円
繰入金
14億3044万円

諸収入
5億1613万円

使用料及び手数料
2億5614万円

繰越金 3億円

財産収入 894万円

国庫支出金
13億6823万円

県支出金
8億6376万円

地方消費税交付金
7億3000万円

町債（借金）
4億5300万円

地方譲与税
1億4150万円

その他
2億210万円

分担金及び負担金
2億4264万円

町税
84億4710万円

<町税内訳>
・個人町民税　26億5100万円
・法人町民税　  6億 400万円
・固定資産税　45億4100万円
・都市計画税　  3億1700万円
・軽自動車税　  1億 50万円
・たばこ税　　  2億3100万円
・入湯税　　  　　　　260万円

1年かけて改修する町民プール

一般会計　　
自主財源
127億141万円

依存財源
37億5859万円

幸
田
町
民
プ
ー
ル
大
規
模
改
修

　
　
　
　
　
　
　
　

２
億
１
２
０
０
万
円　

　

　　164億6000万円を可決

成
31
年
度
の
一
般
会
計
予
算

は
、
１
６
４
億
６
０
０
０
万

円
で
30
年
度
に
比
べ
て
９
億
４
０
０

０
万
円
の
増
額
で
、
過
去
最
高
の
大

型
予
算
と
な
っ
た
。
左
の
表
に
あ
る

６
つ
の
特
別
会
計
と
２
つ
の
企
業
会

計
を
合
わ
せ
て
、
総
額
２
５
１
億
８

６
０
３
万
円
。

入
全
体
の
51
・
３
％
を
占
め

る
町
税
の
総
額
は
、
84
億
４

７
１
０
万
円
で
、
前
年
度
と
比
べ
て

７
６
４
０
万
円
の
減
額
。
要
因
は
、

人
口
増
に
よ
る
個
人
町
民
税
の
増
額

に
対
し
、
自
動
車
関
連
企
業
の
減
益

に
よ
る
法
人
町
民
税
の
減
額
が
見
込

ま
れ
る
た
め
。

る
さ
と
寄
附
金
は
、
前
年
度

同
額
の
15
億
円
を
見
込
ん
で

い
る
。出

は
、
藤
田
医
科
大
学
岡
崎

医
療
セ
ン
タ
ー
整
備
支
援
負

担
金
７
億
７
５
５
０
万
円
、
町
民

プ
ー
ル
大
規
模
改
修
２
億
１
２
０
０

万
円
な
ど
で
あ
る
。

金
に
あ
た
る
町
債
は
、
学
校

整
備
、
短
期
入
所
施
設
建
築

な
ど
4
億
５
３
０
０
万
円
で
、
前
年

度
比
１
億
８
３
０
０
万
円
の
増
額
。

　個人町民税、法人町民税、
固定資産税、たばこ税、寄
附金などの独自に確保でき
る収入

　国・県などの補助金、交
付金や町債など

過去最高の大型予算　 人口増加に対応　　  

平歳借 ふ歳
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賛
成

反
対

討 論

持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り
を

　

人
口
増
加
に
伴
い
、
子
育
て
及
び

教
育
環
境
の
整
備
な
ど
に
配
慮
が
な

さ
れ
た
予
算
と
な
っ
て
い
る
。

　

社
会
経
済
情
勢
が
変
動
す
る
中
に

あ
っ
て
、
多
く
の
取
り
組
む
べ
き
事

業
が
あ
る
。
必
要
と
す
る
財
源
に
は

限
り
が
あ
る
も
、
持
続
可
能
な
ま
ち

づ
く
り
を
見
す
え
た
も
の
で
あ
る
。

　
「
み
ん
な
で
つ
く
る
元
気
な
幸
田
」

の
実
現
に
向
け
、
一
層
の
努
力
を
期

待
す
る
。

伊
與
田 

伸
吾 

議
員

会　計　区　分 予算額 前年度比（%） 採決の状況
一般会計 164億6000万円 6.1 反対2:賛成13で可決

特別会計

土地取得 2142万円 0.1 全員賛成で可決
国民健康保険 32億9779万円 ▲3.8 反対2:賛成13で可決
後期高齢者医療 4億3891万円 7.2 反対2:賛成13で可決
介護保険 20億 347万円 8.1 反対2:賛成13で可決
幸田駅前土地区画整理事業 3億1087万円 38.9 全員賛成で可決
農業集落排水事業 3億6558万円 2.6 反対2:賛成13で可決

水道事業会計 収益的支出 7億9235万円 8.4 反対 2:賛成13で可決資本的支出 3億3134万円 ▲12.2

下水道事業会計 収益的支出 7億 406万円 − 反対 2:賛成13で可決資本的支出 4億6024万円 −
合　　　計 251億8603万円 6.4

各会計別の当初予算と採決状況
総額251億8603万円を可決

（▲は減）

安
心
し
て
暮
ら
せ
る
町
に

　

国
の
経
済
政
策
や
消
費
税
10
％
増

税
は
、
町
民
に
格
差
拡
大
を
も
た
ら

す
。
幼
児
教
育
・
保
育
無
償
化
は
、

公
立
園
は
１
０
０
％
町
負
担
と
な
り

給
食
費
が
保
護
者
負
担
で
無
償
化
と

い
え
な
い
。
学
校
プ
ー
ル
運
営
基
本

構
想
、
児
童
ク
ラ
ブ
の
民
間
委
託
導

入
は
行
政
効
率
優
先
で
あ
る
。
法
人

町
民
税
の
制
限
税
率
適
用
と
非
核
平

和
宣
言
で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
町
に
。
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歳出
（使うお金）

投資的
経費

義務的
経費そのほか

の経費

人件費
32億4874万円

扶助費
23億9156万円

公債費（借金返済）
6億8653万円物件費

35億4080万円

補助費等
19億8524万円

繰出金
11億1630万円

維持補修費
5億4087万円

積立金
2020万円

予備費
3000万円

貸付金
9000万円

災害復旧費
792万円

普通建設事業費
25億3954万円

投資・出資金
2億6230万円

一般会計　　
義務的経費
63億2683万円

投資的経費
25億4746万円

　　164億6000万円を可決

　人件費、扶助費など義務
づけられている経費

　普通建設事業費、災害復
旧費など固定的な資本の形
成に向けられる経費

過去最高の大型予算　 人口増加に対応　　  平成31年度 
当初予算


